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機密性2完全性2可用性2（特別法人対策部） 【別添】

【よくある誤りの事例集について】

はじめに

日本年金機構では、適用事業所の従業員に係る適用漏れの防止及び届出の適正化を推進し、将来的な無年金者、

低年金者の発生の防止や事業主の負担の公平性を確保するだめ、適用事業所に対する事業所調査を実施していま

す。今回、特別法人対策部の新たな取り組みとして、事業所調査の中で誤りが起きやすい事例を「よくある誤りの

事例集（以下「事例集」という。）」としてまとめました。

この「事例集」は、各事業所のご担当者の皆様に適正な社会保険の届出をご理解いただき、誤っだ取り扱いがあ

ればそれを早期に発見し改善していだだくことを目的としています。

今後、社会保険の届出を行う際には、この「事例集」の内容を参考にしていただき、事務手続きの一助としてい

だだければ幸いです。

目次

項番 使用する様式 各種事例 頁

短時間労働者の加入対象者の者え方
P1 

（特定適用事業所の湯合）

事例1 被保険者資格取得届
3か月目以降も実際の労働時間及び月額賃金が加

P2 
入基準を超える状態が続いている場合

事冽2 被保険者資格取得届 資格取唱時報酬の算入が漏れている場合 P3 

事例3
被保険者

非固定的賃金が新設まだは廃止された場合 P4 
報酌月額変更届

事例4
被保険者

非固定的貴金の単価が変動した場合 P5 
報酬1月額変更届

事例5
被保険者

同一月に複数の固定的賃金が変動した場合 P6 
報酬月額変更届

事例6
被保険者 手当のさかのぼり支給があった場合（計算誤りや

P7 
報酬1月額変更届 申請遅れ等）

事例7
被保険者

住宅・寮等の現物給与の取扱い P8 
報酬月額算定基礎届

事例8 被保険者賞与支払届 報醸 ・賞与の区分に係る取扱い① P9 

事例9 被保険者賞与支払届 報酬・賞与の区分に1系る取扱い② P10 

事例 10 被保険者賞与支払届 報酬・賞与の区分に係る取扱い③ P11 

〇 改訂履歴

版 改訂年月 各種事例

初版 令和6年9月 新規作成

第2版 令和7年9月 事例8、事例9、事例 10を追加
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携密性2完全性2可用性2（特別法人対策部） （別添J

短時間労働者の加入対象者の者え方

【加入要件】 （令和4年10月以降） YES 

• 週の所定労働時間が20時間以上
・所定内賃金が8.8万円以上

•学生ではない

りNO の
加

入

実際の労働時間及び YES 3カ月目以降も実隙の労働時 YES 
対

月額賃金が加入基準を

二
間及び月額賃金が加入基準を

二
象

2カ月以上連続で超え 超える状態が続いている又は 者
ている 続＜ことが見込まれる

と
な

りNO 砂NO る

（ 社会保険の加入対象者にならない ） 

ミ

-••---·· -------- ----------- ------------ ------ ---------------------------囀...

且 i
今 06 8 21日、け 0821斤 1=ーー 0821 茫「「矢戸8日 巴 にx¥ | 

口 生、 Bの Tる｀商広大に墨マ文の いについての一音0正につい I

第2 2 4要件について
(1)力 所定労働時間は週20時間未満であるものの、 事業主等に対する事情の聴取や
タイムカード等の書類の確認を行った結果、実際の労働時間が直近2月において
週20時間以上である場合で、今後も同様の状態が続くことが見込まれるときは、
当該所定労働時間は週20時間以上であることとして取り扱うこととする。

今 6 11  7日、 I戸ー＇＾口 呵至 呟 ‘ 19欠「炉8日巴に和

・戸 、 の T ‘ 大にハる 夕の いに Q&A の‘笑ヽ につい

て 1より抜粋）

4. 1週間の所定労働時間が20時間以上 （雇用保険の取扱いと同様）
問34 就業規則や雇用契約書等で定められだ所定労働時間が週20時間未満である者
が、業務の都合等により恒常的に実瞭の労働時間が週20時間以上となっだ場合は、
どのように取り扱うのか。また、施行日前から当該状態であっだ場合は、施行日

から被保険者の資格を取得するのか。

（答） 実際の労働時間が連続する2月において週20時問以上となった場合で、引き続
き同様の状態が続いている又は続くことが見込まれる場合は、 実際の労働時間が
週20時間以上となっだ月の3月目の初日に被保険者の資格を取得します。なお、
施行時においては、実際の労働時間が直近2月において週20時間以上となってお
り、引き続き同様の状態が続くことが見込まれる場合は、施行日から被保険者の

資格を取得します。

加入基準を超えるかどうかの判断が困難な場合は、お近くの年金事務所へお問い合わせください。
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機密性2完全性2可用性2（特別法人対策部） 【別添）

【事例1】被保険者資格取得届
--一，-●--●9 9 9 99 9 9 9 9 9,  

《3か月目以降も実際の労働時間及び月額賃金が加入基準を超える状態が続いている場合》

給 給 給

与 与 与
社 労各

労週 報
支 期 期
給 間 閻

員 区 働 働当 酬
番 分 時月 時だ 月

年

＾ ＾ 号
間の 間り 額

月 自 至 の
※ 

‘-ノ 、一

R5年11月 R5.10.1 R5.10.31 12345 パートナー社奥 80.25 18.51 86,670 

R5年12月 R5.11.1 R511 30 12345 パートナー社呂 7825 18.05 84,510 

R6年1月 R5.12.1 R5 f231 12345 パートナー社呂 105.00 24.23 113.400 

R6年2月 R6.1.1 R6.1.31 12345 パートナー社員 88.00 20.30 95,040 

R6年3月 R6.2.1 R6229 12345 パートナー社只 98.25 22.67 106,110 

R6年4月 R6.3.1 R6.3.31 12345 パートナー社員 103.75 23.94 112.050 

R6年5月 R6.4.1 R6.4.30 12345 パートナー社奥 88.00 20.30 95.040 

R6年6月 R6.5.1 R6.5.31 12345 パートナ一社員 81 25 18.75 87,750 

R6年7月 R6.6.1 R6.630 12345 パートナー社員 105.25 2428 113,670 

R6年8月 R6.7.1 R6.731 12345 パートナー社員 8100 18.69 87,480 

R6年9月 R6.8.1 R6.8.31 12345 パートナ一社員 10425 24.05 112,590 

①

②

③

 

※給与支払いは、末締め翌月10日払いとする

【ポイント】
所定労働時間が週20時間未満である者が、連続する2か月において実際の労働時間が週20
時間以上となり、引き続き同様の状態が続いている又は続くことが見込まれる場合は、当該所

定労働時間は週20時間以上であることとして取り扱います。

適正な取扱いによる届出

上記の湯合、3カ月連続して加入基準を超え始めたR6年3月以降も、実際の労働時間及び月額
貴金が加入基準を超える状態が続いているかを確認します。
R6年3月以降連続して加入基準を超えており、恒常的に実際の労働時間が週20時間以上と
なっているため、社会保険の加入対象となります。
社会保険の資格取得日は、実際の労働時間が週20時間以上となっだ月の3カ月目の初日とされ
ているため、 R6年2月1日 (R6年3月支給の給与計算期間の初日）です。

参今 06 1 17日、 I戸巴，口吋 弓 欠‘ 1 「曰B曰 こ

ヌ， ．車生 のf‘「に、 夕の いに ＆A の‘ヽ

についてjより抜粋）

~
~
 i
 

＼
 

4. 1週間の所定労働時間が20時間以上 （雇用保険の取扱いと同様）
問31 所定労働時間が1か月単位で定められている場合、 1週間の所定労働時間をど
のように算出すればよいか。

（答） 1か月の所定労働時間を12分の52で除して算出します (1年間を52週とし、
1か月を12分の52週とし、 12分の52で除すことで1週間の所定労働時間を算
出する）。

ノ
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機密性2完全性2可用性2（特別法人対策部） （別添）

【事例2】被保険者資格取得届（資格取得時報酬訂正）

《資格取得時報酬の算入が漏れている場合》

出
勤
日
数

有
給
休
暇
日
数

給
与
支
払
年
月
日

総
支
給
額

R6年4月 R6.4.19 19 

゜

基

本

給
A
手
当

B
手
当

C
手
当

D
手
当

時
閻
外
手
当

精
算
支
給

健

康

保

険

料

厚

生

年

金

保

険

料

224,000 200,000 4.000 10.000 10,000 

゜゜ ゜R6年5月 R6.5.20 22 

゜
248,000 200,000 4,000 10.000 10,000 1 2,000 

゜R6年6月 R6.620 20 

゜
240,652 200,000 4.000 10,000 10,000 12.000 4,652 

【ポイント】
月によって報酬が定められる場合の資格取得時報酬は、

算します。

従業員の申請遅れや給与計算の誤りにより、初回の給与での支給に間に合わす、翌月以降に精算され支給

された場合であっても、資格取得時報酬に含めて計算するのが正しい取扱いです。

また、日割りにより初回の手当が1カ月分支給されない場合であっても、資格取得時報酬には1カ月分の
手当を含めて計算します。転籍や合併等の場合であっても、新たな事業所で適用される給与規程等で支給す

ることが定められている手当を資格取得時の報酬に算入します。

資格を取得しだ日現在における報酬を基として計

R6年4月に、 「基本給」 200,000円、 「A手当」 4,000円、 「B手当」 10,000円、
います。合計224,000円で資格取得時報酬の届出がされています。

R6年4月
R6年9月

資格取得．
算定基礎

220千円
240干円

鰐戸三｀、下ーアア三三三□口函［西節写蒻函で下了三三ロアプ•9でご言I
給与計算の誤りや従業員からの各種手当の申請遅れにより、資格取得時にさかのぽって支給されだ手当については、資格
取得時報酬に含める必要があります。そのため、 「D手当」を含めた合計236,000円で資格取得時報酬を訂正し、標準翰酬
月額は240千円となります。

R6年4月
R6年9月

資格取得（訂正） 240千円
算定基礎 240干円

【参考］ （厚生年金保険法第22条より抜粋）

実施機関は、被保険者の資格を取得した者があるときは、次の各号に規定する額を報酬月額として、標

準報酬月頷を決定する。

四

月、週その他一定期間によつて報酬が定められる場合には、被保険者の資格を取得した日の現在

の報酬の額をその期間の総日数で除して得た額の三十倍に相当する額

日、時間、出来高又は請負によって報酬が定められる場合には、 被保険者の資格を取得した月前

一月間に当該事業所で、同様の業務に従事し、かつ、同様の報酬を受ける者が受けた報酬の顎を

平均した額

前二号の規定によって算定することが困難であるものについては、被保険者の資格を取得した月

前一月間に、 その地方で、同様の業務に従事し、かつ、同様の報酬を受ける者が受けだ報酬の額

前三号の二以上に該当する報酬1を受ける場合には、それぞれについて、前三号の規定によつて

算定しだ額の合算額

3
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棧密性2完全性2可用性2 （特別法人対策部） 【別添l

【事例3】被保険者報酬月額変更届

＜＜非固定的賃金が新設または廃止された場合≫

給
与
支
払
年
月
日

出
勤
巳
数

有
給
休
暇
巳
数

標
準
報
酬
月
額

総
支
給
額

A
手
当

基
本
給

B
手
当

C
手
当

D
手
当

時
間
外
労
働
手
当

R5年8月 R5.8.18 20 360,000 337,010 5,000 277.400 20.000 10,000 

R5年9月 R5.9.20 16 2
 

360,000 389,256 5,000 277.400 20.000 10,000 

R5年10月 R5.10.20 21 360,000 386,672 5,000 277.400 20.000 10,000 

R5年11月 R5.11.20 19 360,000 411,616 5,000 277.400 20,000 10,000 

R5年12月 R5.12.20 16 51 360,000 396,119 5,000 277,400 20,000 10,000 25,000 

R6年1月 R6.1.19 12 81 360,000 365,483 5,000 277.400 20,000 10,000 25,000 

【ポイント］
時間外労働手当なと、勤務実績や勤務時間等に応じて支給される手当等は非固定的賃金のため、大幅な変

動があっても随時改定の契機になりません。

しかしながら、非固定的賃金であっても手当が新設・廃止された湯合は、新設や廃止の契機が 「固定的賃

金の変動」に該当します。そのため、随時改定に該当するか判定が必要になります。

なお、手当が新設された湯合は増額の改定のみが、廃止された場合には減額の改定のみが対象です。

I 誤った取扱いによる届出 I 
R5年9月に 「D手当」が新設され、支給されています。
勤務実績に基づく手当のため非固定的貴金として取り扱いますが、手当の新設を随時改定の契機とせす算定基礎届が届出
されています。

R5年9月 算定基礎 360千円

適正な取扱いによる届出 l 
R5年9月に新設された「D手当」 を含めてR5年9月以後3カ月間の総支給額の平均を計算しだところ、標準報酬月額が
410千円になり現在の標準蔀酬月額360千円と2等級以上の差が生じています。
そのため、R5年12月を改定月とした月額変更届の提出が必要です。

R5年9月
R5年12月

算定基礎
月額変更

360千円
410千円

【参考） （令和5年6月27日付け厚生労働省年金局事業管理課長
及び随時改定の事務取扱いに関する事例集 1の一部改正について 1

事務連絡「「標準報酬月額の定時決定

より抜粋）

0随時改定について
問3 超過勤務手当等の非固定的手当が廃止されだ湯合、随時改定の対象となるか。
（答）非固定的手当であっても、その廃止は賃金体系の変更に当たるため、随時改定の対象となる。
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攘密性2完全性2可用性2（特別法人対策部） （別添J

【事例4】被保険者報酬月額変更届

＜＜非固定的賃金の単価が変動した場合≫

給
与
支
払
年
月
日

出
勤
日
数

往
俣
通
勤
距
離

ガ
ソ
リ
ン
単
価

(1
km
当
だ
り
）

総
支
給
額

通
勤
手
当

ガソリン単価が変動
15日締め20日払いのため、
単価15円X18日X5km=1,350円
単価20円X5日X5km=500円の
合計1,850円を支給

20 5
 
15 237,636 1,500 

23 5
 
20 239.805 

20 5
 
20 243,197 2.00011 60,000 I 20,000 I 61,197 

22 5
 

230,263 2.200 I 160.000 I 20.000 I 48.063 

22 5
 
20 258.751 2.200! 160.0001 20.0001 76,551 

【ポイント】
※上記事例では、 「通勤手当」＝ガソリン単価X出勤日数x往復通勤距離で計算しています。

給与計算期間の途中で非固定的賃金の単価が変動した場合は、変動後の単価が給与計算期間の全期閻に反映

された月を初月として、随時改定の判定を行います。

I 誤っだ取扱いによる届出 I 
R5年8月から9月にかけて、 「ガソリン単lilliC 1 km当たり）」が15円→20円に変動しているため、
た月額変更届が届出されています。

R5年9月を起算とし

R5年9月 算定基礎
R5年12月月額変更

200千円
240千円

1 適正な取扱いによる届出 I 
R5年8月から9月にかけて、 「ガソリン単価（1km当たり）」が15円→20円に変動し、R5年9月から11月の総支給額の
平均を計算したところ標準報酬月額が240千円になり2等級以上の差が生じています。
しかしながら、R5年9月には変動前のガソリン単価による通勤手当も含まれているため、変動後の単価が1カ月分反映さ
れているR5年10月を起算として随時改定の判定を行うことが正しい取扱いです。
なお、R5年10月から11月にかけては、出勤日数による通勤手当の変動 (2,000円→2,200円）のだめ、固定的賃金の変
動には該当しません。

R5年9月
R6年1月

算定基礎
月額変更

200千円
240千円 （⇒起算月の訂正）

参 今 5627日、 I戸生―'、CJーIき 交‘，欠「 「野 額のー8; -
、、有8Bーの茨 いに I の一立B正についてよ ＂九

0随時改定について

問6 給与計算期間の途中で昇給した湯合、どの時点を起算月として随時改定の判断を行うのか。
例：当月末締め翌月末払いの給与で、当月15日以降の給与単価が上昇した場合。

（答）昇給 ・降給した給与が実績として1か月分確1呆されだ月を固定的賃金変動が報酬に反映されだ
月として扱い、それ以後3か月間に受けた報酬を計算の基礎として随時改定の判断を行う。
例示の場合であれば、給与単価が上昇した翌月支払の給与は単価上昇の実績を1か月分確保で
きていないため、翌閃月を3か月の起算点として随時改定の可否を判断する。

5
 

7
 



機密性2完全性2可用性2（特別法人対策部） （別添l

【事例5】被保険者報酬月額変更届
くく同一月に複数の固定的雲金が変動しだ場合≫

出
勤
日
数

有
給
休
暇
日
数

給
与
支
払
年
月
日

総
支
給
額

A
手
当

基
本
給

B
手
当

c手
当

D
手
当

健
康
保
険
料

時
間
外
労
圃
手
当

R5年7月 R5.7.20 19 220,000 20,000 10,000 15,000 

R5年8月 R5.8.18 22 

゜
220,000 20,000 10,000 15,000 

R5年9月 '’ R5.9.20 20 

゜
220,000 20.000 10,000 15,000 

R5年10月 R5.10.20 20 

゜
312,556 224,000 20,000 10,000 

゜
25,620 

R5年11月 R5.11.20 19 290.064 4,060 224.000 20.000 10.000 

゜
25.620 

R5年12月 R5.12.20 22 

゜
327,571 4,060 224.000 20,000 10.000 

゜
69.511 25,620 

［ポイント］
同一月に複数の固定的賃金が変動した湯合（手当の新設・廃止・増額又は減額）は、変動した固定的賃金の

総額が増額するのか、減額するのかを確認し、増額改定・減額改定いすれの対象となるか判断します。

I 誤っだ取扱いによる届出

R5年9月から10月にかけて、 「基本給」が220,000円→224,000円に増額されている一方、
15,000円→0円となっています。
「基本給」が220,000円→224,000円に増額したことを随時改定の契機とし、 R5年10月を起算月とするR6年1月改定
（増額改定 280千円→320千円）の届出がされています。

「D手当」が廃止され

R5年9月
R6年1月

算定呈礎
月額変更

280千円
320千円

1 適正な取扱いによる届出 I 

R5年9月から10月にかけて、 「基本給」が220,000円→224,000円に増顎されている一方、 「D手当」が廃止され
15,000円→0円となっています。固定的貴金の総額としては11,000円の減額となるため、減額改定の対象になります。増
額改定には該当しないため、届出されているR6年1月改定の月額変更届は取消が必要です。
取消後の標準報酬月額は、 R5年9月に決定されだ280千円となります。

R5年9月
R6年1月

算定基礎
月額変更

280千円
320干円 （⇒不該当のため取消）

参 今 5627日、 I戸生‘' o 西 I弓 呟‘ ，区「「要シ ll 額の一〇、；定
、、有〇〇一の吹 いに I の一立己正につい よ ＂九

0随時改定について
悶5 同一月に固定的黄金の増額と減額が同時に発生した湯合（手当の廃止と創設等） 、増額改定と

減額改定のとちらの対象となるか。

（答）同時に複数の固定的賃金の増減要因が発生しだ湯合、それらの影響によって固定的賃金の総額

が増額するのか減額するのかを確認し、増額改定 ・減額改定いすれの対象となるかを判断する。

（中略）

なお、変動的な手当の廃止と創設が同時に発生しだ湯合等については、手当額の増減と報酬額

の増減の関連が明確に確認できないだめ、3か月の平均報酬1月額が増額した湯合 ・減額した場

合のどちらも随時改定の対象となる。
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機密性2完全性2可用性2（特別法人対策部） 【別添J

【事例6】被保険者報酬月額変更届

≪手当のさかのぽり支給があった場合（計算誤りや申請遅れ等） ≫
 

有
給
休
暇

8
数

給
与
支
払
年
月
日

出
勤
日
数

総
支
給
額

A
手
当

基
本
給

B
手
当

c手
当

D
手
当

時
間
外
労
働
手
当

精
算
支
給

健
康
保
険
料

厚
生
年
金
保
険
料

R5年7月 R5.7.20 19 271,171 4,060 220,000 20,000 01 15,000 12,111 

R5年8月 R5.8.18 22 

゜
310,096 4,060 220.000 20,000 01 15,0001 51.036 

R5年9月 R5.9.20 20 

゜
320,308 4,060 220.000 I 20.000 

゜
15,0001 61,248 

R•5年10月 R5.10.20 20 

゜
333,556 4,060 220,000 I 20,000 10,000 I.15,000 I 54.496 10,CXX) 

R5年11月 R5.11.20 19 301,064 4,060 220.000 I 20.000 10,000 15,000 I 32,004 

R5年12月 R5.12.20 22 

゜
338,571 4,060 220,000 I 20.000 10,000 15,0001 69,511 

【ポイント】
給与計算の誤りや本人からの各種手当の申請遅れにより、さかのぼって手当を支給した場合は、支給した月

ではなく本来支給すべき月の報酬に算入して報酬月額を計算するのが正しい取扱いです。

この場合の月額変更の起算月は、支給した月ではなく本来支給すべき月となります。

誤った取扱いによる届出

R5年9月から10月にかけて、 「C手当」が0円→10,000円に新設されています。
を起算月とするR6年1月改定の月額変更届が届出されています。

R5年9月
R6年1月

算定基礎
月額変更

280千円
320干円

これを随時改定の契機とし、R5年10月

-----一ー：—=二—----------
I 適正な取扱いによる届出

R5年10月の「精算支給」で、R5年9月分のC手当10,000円をさかのぽって支給しています。この場合は、R5年9月の
報訓への算入が漏れていたものとして、支給した月ではなく本来支給すべき月の報訓こ算入します。
そのため、 「C手当」の新設による随時改定の判定は本来支給すべき月であるR5年9月が起算月となり、R5年12月改定の
月額変更届に訂正が必要です。
： 
R5年9月
R5年12月

算定基礎
月額変更

280千円
320干円（⇒起算月の訂正）

参 87J 36 1 26日 ~4~ 「 ; ‘'戸 ｀ ｝にお1 声 Iの万、；ー ‘’ 

随8寺改定の取扱いについて1より抜粋）

2 随時改定
(4)ア 昇給及び降給が遡及したため、それに伴う差額支給によって報酬月額に変動が生じだ場合

随時改定されるべき月以降において受けるべき報酬月額

7
 ，

 



槻密性2完全性2可用性2（特別法人対策部） （別添）

【事例7】被保険者報酬月額算定基礎届
≪住宅・寮等の現物給与の取扱い≫

有
給
休
暇
巳
数

給
与
支
払
年
月

8

出
勤
巳
数

総
支
給
額

基
本
給

A
手
当

B
手
当

C
手
当

厚
生
年
金
保
険
料

社
宅
使
用
料

R5年1月 R5.1.20 21 200.000 178,000 18.300 

R5年2月 R9.2.20 16 2
 
200,000 18,300 

R5年3月 R5.3.20 20 

R5年4月 R5.4.20 19 

200,000 

200,000 

18.300 

18,000 18.300 

R5年5月 R5.5.19 16 5
 
200,000 178,000 18,000 18,300 

R5年6月 R5.6.20 21 

゜
200,000 178.000 18,000 18.300 

R5年7月 R5.7.20 19 2
 
200.000 178.000 18,000 18,300 

【ポイント］
給与は、金銭で支給されるのが一般的ですが、住宅（社宅や寮など）の貸与、食事、

品、通勤定期券などで支給するものを現物給与といいます。

現物給与で支給するものがある場合は、その現物を通貨に換算し、金銭と合算して標準報酬

月額の決定を行います。

自社製

R5年4月に社宅に入居しだことにより現物給与が発生していますが、 4月から6月の報郵月額には現物給与
が算入されていません。

R5年9月 算定基礎 200千円

※勺 ~I にアに 戸｀の一の 町 16.5rr:LU_Q旦） し

R5年4月に社宅に入居したことにより現物給与が発生していますので、東京都の価額を基として現物給与
の価額を計算します。
(2,830円X10畳＝現物給与価額28,300円）
現物給与価額から社宅使用料を控除して4月から6月の報酬月額に算入します。
(28,300円ー18,000円（社宅使用料）＝報酬に算入すべき現物給与10,300円）
現物給与を算入すると報酬月額は210,300円となるため、算定基礎届の訂正が必要です。

R5年9月 算定基礎 220干円 （⇒標準報酬月額の訂正）

【参考）

〇令和6年3月1日保発0301第1号 ・年管発0301第1号「厚生労働大臣が定める現物給与
の価額について（通知）」

0 日本年金機構ホームページ「全国現物給与価額一覧表」
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機密性2完全性2可用性2 （特別法人苅策部） （別添）

【事例8】被保険者賞与支払届

＜＜報酬・賞与の区分に係る取扱い①≫

R R R R R R R R R R R 6 6 6 
6 6 6 6 6 年 年 年 7 7 7 
年 年 年 年 年

1 1 1 
年 年 年

5 6 7 8 ， 
゜
1 2 

1 2 3 
月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

総支給額 240,000 240.000 520,000 270.000 270,000 270,000 270,000 270,0CJO 270,000 270,000 270,000 

基本給 240.000 240,000 240,000 240,000 240,000 240,000 240,000 240,000 240,000 240,0CX) 240,000 

別邑手当

゜ ゜
280,000 ‘ 30,000 30,000 30,CXX) 30,000 30.000 袋 30,000 30.000 30.000 

夏季賞与 600,000 ／ 支度料250,000円:‘¥、

冬季賞与 ＼ 手当30,000円ー／／ 700,0QO 

ー・~ —•—— • • - ょ·~· →-- ヽュI--『

I※給与規程等には以下の旨が定められています。
： 別居手当・・…転勤を命じられた社員が家族と別居し、単身で赴任する場合に毎月支給する。
： 支度料・・・・・…別居手当支給対象者が新規に自己名義で住居を賃惜した場合、本人からの申請により別居手当
： に加算して支度料を支給する。支度料の支給回数は一度の転勤につき1回とする。

-------------------------------------_』
【ポイント］
報酬（諸手当等）は「通常の報酬」、 「賞与にi系る報酬」、 「賞与」に区分されます。また、

賃金、給料、i奉給、手当、賞与その他いかなる名称であるかを問わす：二つ以上の異なる性質を

有するものであることが諸規定又は賃金台帳等から明らかな場合には、同一の性質を有すると認

められるものごとに判別します。

賃金台帳上まとめて記載されている手当も規定等で客観的に区分できるものは別の性質のもの

として取扱います。

R6年7月を起算月とした随時改定の際に支度料250,000円を含めた月額変更届が届出されています。

R6年10月月額変更 360千円

C
- R6年7月の 「別居手当」の項目に計上されている280,000円は、単身赴任者に対し毎月支給される 「別

居手当」と、新規に自己名義で住居を釦昔した場合の一時金である「支度料」に明確に区分されます。
「別居手当」は毎月の「通常の報酬」 として、 「支度料」は年3回以下支給される「賓与」として取り扱
うだめ、月額変更届の訂正と賞与支払届が必要です。なお、 「支度料」は夏季 ・冬季の賞与と同一の性質を
有するとは認められないため、それぞれ区別して支給回数の算定を行います。

R6年10月 月額変更 280千円 （⇒標準報酬月額の訂正）
R6年6月賞与 600千円 R6年7月賞与 250千円 R6年12月賞与 700千円

【参考］
0 平成30年7月30日1呆｛呆発0730第1号「健康保険法及び厚生年金保険法における賞与に
係る親酬の取扱いについて」の一部改正について

〇令和5年6月12日事務連絡「 「健康保険法及び厚生年金保険法における賞与に係る報酬
の取扱いについて」の一部改正について」にかかる留意点について

，
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機密性2完全性2可用性2 （特別法人対策部） （別添J

R R 
6 6 
年 年

1 
月

【事例9】被保険者賞与支払届

≪報酬 ・賞与の区分に係る取扱い②≫

R R R R R R 
6 6 6 6 6 6 、 年 年 年 年 年

職域区分 4 5 6 7 8 
の変更 月 月 月 月 月

--/  

R 
R R 

6 6 6 

年
年 年， 1 1 

月 ゜
1 

月 月

職域区分 アルバイト アルパイト 準職貝 準職員 準職員 準職員 準職員 準職員 準職員 準職員 準職員

総支給額 239.206 235,554 240,000 290,000 240.000 240,000 290,000 240,000 240,000 290,000 240.000 

里本給 239.206 235,554 240,000 240,000 240,000 240,000 240,000 240,000 240,000 240,000 240,000 

特別手当

゜ ゜ ゜
50,000 

゜ ゜
50,000 

゜ ゜
50,000 

゜---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

：※黄金支給規程には、 「特別手当」について以下の旨が定められています。
： 会社は準職員に対し特別手当を支給する。支給日現在在職している準職員を対象とし、支給金額は3カ月ご ： 
：と (1月、 4月、 7月、 10月）に50,000円とする。また、業績不振により支給しないことがある。 ： 
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -―→  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - --’ 

【ポイント）
7月 1日時点で賞与の支給回数が客観的に年間4回以上と定められているときは、当該賞与
は 「賞与に1系る報酬」として取り扱います。
7月2日以降、新たにその支給が諸規定に定められた場合には、｀次期標準報酬月額の定時決
定 (7月、 8月又は9月の随時改定を含む。）による標準報酬月額が適用されるまでの間は
「賞与」として取り扱い、賞与支払届の提出が必要です。 7月2日以降、新たに支給対象者に
なった場合もこれに該当しますo，

次期標準報酬＇月額の定時決定 (7月、 8月又は9月の随時改定を含む）の際には、 「賞与に
係る報酬」として7月1日前一年間に受けたであろう賞与の額を十二で除しだ額を算定します。

・ `・f；嘉：¢!• -・、-国 一，．:,,:'.塁＊西嘔岨
R6年3月1日に職域区分が変わり （アルバイト→準職員） 「特別手当」の支給対象者となりましたが、 R
6年4月に支払われた「特別手当」 50,000円を （支給回数が年3回以下ではないと捉え）毎月の報醸として
算入した届出がされています。

R6年9月 算定基礎 260千円

賃金支給規程より「特別手当」は年間を通じ4回の支給と客観的に定められていますので、令和6年7月
1日時点で「賞与こ｛系る報酬」に該当します。
R6年3月1巳の職域区分の変更により「特別手当」の支給対象となった場合、次期標準翰酬月額の定時
決定 （ここではR6年9月）による憬準報酬月額が適用されるまでの間は、寅与支払届の提出が必要です。
まだ、定時決定の際には「賞与にi系る報酬」として、前1年間に受けたであろう200,000円を12で除し
た得だ額を算定します。

R6年9月
R6年4月

算定基礎 260千円 (240,000+200,000/12)
賞与 50千円 R6年7月寅与 50千円
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機密性2完全性2可用性2 （特別法人対策部）

＼ 
R 

6 
年
4 
月

総支給額 240.000 

基本給 240.000 

業績手当

゜

口
R 
7 
年
4 
月

総支給額 240,000 

基本給 240,000 

R 

6 
年
5 
月

240.000 

240.000 

【事例10】被保険者賞与支払届

くく報酬1・賞与の区分に係る取扱い③≫

R R R R 
R R 

6 6 6 6 6 6 

年 年 年 年 年 年

6 7 8 ， 1 1 

゜
1 

月 月 月 月 月 月

280.000 240.000 240.000 280.000 240.000 240.000 

240.000 240.000 240,000 240.000 240,000 240.000 

0 40,000 

゜
0 40.000 

゜ ゜
R R R R R 

R R 

7 7 7 7 7 
7 7 

年 年 年 年 年
年 年
1 1 

5 6 7 8 ， 
゜

1 
月 ・ 月 月 月 月 月 月

240,000 280.000 240,000 240,000 280.000 240.000 240,000 

240.000 240.000 240.000 240,000 240,000 240.000 240.000 

【別添】

R 
R R R 

6 
7 7 7 年 年 年 年

1 
1 2 3 

2 
月 月 月 月

240.000 240.000 240.000 280.000 

240,000 240.000 240,000 240.000 

゜ ゜
0 40,000 

/ 支給なし （出勤率］ 
が条件未達）

7 ----
年 年五年
1 1 2 3 
2 月 月 月
月

280.000 240.000 240.000 280.000 

240.000 240.000 240.000 240.000 

業績手当

゜
0 40,0,00 

゜
0 40,000 

゜
0 40,000 

゜
0 40,000 

r-----------------・ ・------------・・----~ -----・~ ~----• ・------------------------------------、i※期間契約社員給与規程には、 「業績手当」について以下の旨が定められています。

！ （対象者】契約期間 (3カ月）が満了した者
, 【支給条件】契約期間中の出勤率が予め定められた基準を超えていること

： 【支給額】 40,000円
： 【支給日】契約期間が満了した月の給与にて支給
,_----------____, ・-----・----------・ ・-----.._----------------------------・ ---------------
【ポイント］
毎年7月 1日現在における賃金、給料、 1奉給、手当又は賞与及びこれに準すべきもので毎月
支給されるもの以外のもの （以下「賞与」という。） の支給実態が、前1年間を通じ4回以上
行われている場合、当該賞与は報酬に該当します。

諸規程において当該賞与の支給が必すしも想定されない場合には、 次期標準報酬月額の定時

決定 (7月、 8月又は9月の随時改定を含む。）の際に支給実績を元に「賞与に係る報酬」ま
たは「賞与」を判断します。

「業績手当」を年4回以上支給される手当と捉え、令和6年度、令和7年度ともに「賞与に係る報酬」とし
て算定し、定時決定を行っています。

R6年9月算定基礎 260千円
R7年9月算定基礎 260千円

期間契約社員給与規程によると、 「業績手当」は必すしも支給されることが想定される手当とは言えす、 支
給実績を元に「寅与に係る報酬」又は「裳与」を判断します。
令和7年7月1日前1年間における支給実績は3回 (R6年9月、R7年3月、 R7年6月）となってお
り、 「業績手当」は 「寅与」に該当します。
令和7年度算定基礎届の訂正とR7年9月、 R7年12月、R8年3月の賞与支払届が必要です。

R6年9月 算定基礎 260千円
R7年9月 算定基礎 240千円 （⇒標準報酬月額の訂正）
R7年9月賞与 40干円 R7年12月賞与 40干円 R8年3月寅与 40千円
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